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グローバル競争戦略論の展開
多国籍企業論の新動向
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はじめに

現在，企業活動の世界的展開がますます加速

化しつつあると同時にその企業活動の「場」で

ある産業そのものが投入，産出両方において世

界的な連関を強め，またその制度的基盤（例え

ば特許制度や会計制度など）の国際的調和化や

物的基盤（情報・通信・輸送システム）の世界

的規模での一体化も企業間競争を複雑かつ世界

的なものとしている。このような現実に対応し

て近年，さまざまなグローバル戦略論が盛んに

論じられている。その基本的な論点はグローバ

ルな規模で競争が激化する状況の中で各個別企

業がどのような戦略を立て，どのような企業組

織を構築すれば他企業に対する競争上の優位性

を獲得することができ生き残ることができるか，

というものである。言うまでもなく，このよう

な論点は国際経営論（あるいは多国籍企業経営

論）に属するもので，企業活動国際化のプロセ

スを分析の中心課題としてきた従来の多国籍企

業論とは問題関心あるいはアプローチを異にす

るものである。しかしながらそのような違いと

同時にグローバル戦略論は現実の多国籍企業の

動向を把握しようとする試みであり，多国籍企

業の現状を分析するための重要な視角を提供し

ているという側面をも合わせ持っていることも

言うまでもない。

そこで本稿では近年のグローバル戦略論の台

頭が従来の多国籍企業論，とりわけそのもっと

も有力な理論的潮流である内部化理論，に対し

てもつ意味を検討することとする。まず第1節

においては多国籍企業論の原型の一つである

Hymer仮説を取り上げ， Hymer仮説が本来持

っていた理論的含意の再検討を行う。次に第2

節では内部化理論の基本的構成を描写し，

Hymer仮説と比較することによって両者の異

同点，あるいは内部化理論の特徴点を明確にす
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る。そして最後にグローバル戦略論を取り上げ，

その問題意識，現状認識及び理論的方向性を見

た上で従来の多国籍企業論，特に内部化理論と

どのような相違点があるのか，またどのような

課題を突きつけているのかを検討することとす

る。

I . 企業多国籍化と企業間競争状況

-Hymer仮説

1 • 対外直接投資と国際事業活動

(International Operations) 

Hymerは従来の国際投資論は利子率の高低

を基準にして説明されているため米国をめぐる

現実の国際投資の動き＝ポートフォリオ投資の

流入と直接投資の流出という相反する資本の動

き，を説明できないしll, また理論的には国際投

資の二大項目である直接投資とポートフォリオ

投資の分類基準は投資先企業の「支配」 (con-

trol)の有無となっているにもかかわらず従来

の説明では投資先企業を支配する必然性が説明

されていない2)ため十全なものではないとする。

この現実的・理論的問題点から Hymerは国際

投資論を「支配」という概念をテコに以下に述

べるように分類・整理していく。まず，第一に

投資先企業の支配を必要としないポートフォリ

オ投資と，支配を意図した投資である直接投資

を明確に区別し両者が別個の原理で動くという

こと，即ち，前者は利子率の高低を基準として

動くのに対して，後者は個別企業の利潤極大化

行動と当該企業と多国企業との関係性によって

規定されること，である。第二に直接投資の中

にも二つのタイプがあること，一つはポートフ

1) Hymer [16] pp. 3-5, p. 6, pp. 11-22, (邦訳
pp. 3-4, p. 6, pp. 10-17) 
2) ibid p. 23 (邦訳 p. 19) 

第 56巻第3号

ォリオ投資と近い性格を持っている，つまり必

ずしも支配を必要としない資産運用型の直接投

資であり叫もう一つは投資先企業の支配を必

要とする直接投資ーHymerはこれを国際事業

活動 (InternationalOperations)型の直接投資

とよんでいるーがあることである。後者の国際

事業活動型直接投資の場合，投資企業が投資先

企業を支配しようとする動機は①「〔投資先企業

である〕外国企業とそれ以外の国の企業との間

の競争の排除」であるか，または②「〔投資企業

が持つ〕特定のスキルあるいは能力への報酬の

完全な獲得」である。①の競争の排除はとりわ

け市場が不完全な場合，例えばその産業が独占

あるいは寡占状態であるならば企業間の結託は

利潤の極大化にとって有利となるが，その結託

の一種として直接投資による他国企業の支配が

ある。また②の企業間の能力格差の存在につい

ては，もしも上述のような市場の不完全性がみ

られるならばなんらかの優位性を持つ企業はそ

の能力に対する報酬の極大化を求めてやはり他

国企業の支配を選択するであろう 4)。つまり

Hymerは直接投資という支配をともなう資本

移動が個別企業の論理に則って行われていると

考えたのである。

さて対外直接投資が個別企業の論理に則って

行われると論じた後， Hymerは国際事業活

動＝一国規模の個別企業の国際活動，の一環と

して直接投資を捉え直す5)。そして国際事業活

動の理論という形で，一国規模の個別企業の海

外進出の一形態として直接投資の理論的把握を

行っていく（図 I-1)。

さらに上記の視点から対外直接投資の原因，

3) ibid pp. 23-4 (邦訳 pp. 19-20) 
4) ibid p. 24 (邦訳 p. 21) 
5) ibid pp. 27-8 (邦訳 p. 23) 
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国際投資（論）口／ポートフォリオ投資（論）

直接投資（論）口資産運用型直接投資（論）

国際事業活動型直接投資（論）

L国際事業活動 対外直接投資 支店l

ロイセ／スイ北／亨型

暗黙の結託 少数所有型

図I-1 対外直接投資と国際事業活動

即ち，「ある企業が他国企業を支配するようにな

るその理由りを分析していく。つまり一国規模

の企業が技術提携などその他の国際事業活動の

形態があるなかで対外直接投資を行い内部化＝

多国籍化する理由が国際事業活動の理論の基本

的な分析課題となる。次に、，一国規模個別企業

がなぜ直接投資を選択し多国籍化するか，その

要因について Hymerの見解をみていくことと

する。

2 • 企業の優位性と市場の不完全性

先述したように Hymerは直接投資を選択す

る要因として①競争の排除と，②企業間の能力

格差の存在を挙げている。順序は逆になるが，

まずHymerがいうところの企業の優位性をみ

てみよう，彼のいう企業の優位性とは「当該企

業が他企業より低コストで生産要素を入手でき

るか，または，より効率的な生産方法について

の知識を持つあるいはその生産方法を支配して

いるか，または，その企業が流通面の能力にお

いて優れているか，または製品差別化を行って

6) ibid p. 33 (邦訳 p. 28) 

いるかのいずれかのことである」鸞ここでは一

国規模の企業の国際事業活動が問題となってい

るため関係を持つ他国の特定産業の企業に対し

てこれらの優位性を持っているかどうか，しか

も現地企業は現地国の情報へのアクセスという

点で一般に外国企業に対して有利な条件を持つ

ので進出企業の優位性はこの現地企業の一般的

な有利さを相殺してあまりあるものであるかど

うか，が重要なポイントとなる 8)。次に競争の排

除の問題を見てみよう。相手国市場に多数の企

業が存在し競争的であるかそれとも少数の企業

しか存在していなくて独・寡占的であるかが問

題となる。この相手国の市場の状況によって優

位性の行使の仕方が変わってくる。もしも市場

の状況が独・寡占的であるならば相手国企業を

直接投資によって支配することで結合利潤

(joint profit)を享受することができるが，競

争的市場であるならば結合利潤は期待できない，

従ってライセンス供与を選択することになる

（図 1-2) 9)。

7) ibid p. 41 (邦訳 pp. 35-7) 
8) ibid p. 42-3 (邦訳 p. 37) 
9) ibid pp. 47-50 (邦訳 pp. 40-41) 
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相手国市場

→ II 競争的市場 →ライセンス供与

個別企業の優位性

→ II不完全競争市場十→直接投資による
支配

図I-2 産業の競争状況と国際事業活動の型

この二つの要因を組み合わせると以下のよう

になる。「何らかの優位性」を持つ個別企業はそ

の優位性を行使する際に，相手国市場の競争状

況に対応して国際事業活動の形態を選択する。

即ち，相手国市場が独・寡占状態ならば，「何ら

かの優位性」をもつ個別企業は相手国企業を直

接投資によって所有し統合することによって一

貫した経営を行えることになり結合利潤を獲得

できるし，また価格や産出量を統制し利潤を極

大化することもできる，したがって直接投資を

行うことによって相手国企業を支配しようとす

る。それに対して相手国市場が競争的であり自

らの優位性の買い手が多数である場合は一貫経

営的独占による結合利潤の獲得は困難であるし，

また価格と産出量を統制することも困難になり，

直接投資を行い相手国企業に対する支配権を確

立したところでメリットはない，したがって直

接投資以外の例えばライセンス供与を選択する

こととなる。優位性を持つ企業が相手国市場の

不完全性＝不完全な競争市場に直面した際に取

引相手企業を自己の組織の中に組み込むことに

よって結合利潤を獲得することが期待できるた

め，企業は市場＝取引主体が独立している分権

的な取引形態，を捨て，組織内部化し中央集権

的な意志決定を行う 10)。

以上のように Hymerは「何らかの優位性」を

持つ一国規模の企業が相手国産業の競争状況に

よって自らの国際事業活動の型を選択していく

という仮説を立てたわけであるが，実際に彼は

米国企業の国際事業活動に関する実証分析でこ

のことを検討している。即ち，米国企業は競争

相手が少ないカナダやラテンアメリカには直接

投資を相対的に活発に行っている一方で競争相

手が多い西欧には技術輸出を選択しているし，

また直接投資を多く行っている産業は少数の特

定産業に偏っており，その産業は集中度が高い，

という結論を得ている 13)。つまり各産業がもつ

特性（産業集中度の程度など）と国民経済間格

差（競争状況の差にみられる各国産業構造の相

違）が，少なくとも，優位性保持企業が国際事

業活動を行う際の形態決定条件となっているの

である 14)。さらに Hymerは，上記の仮説を展開

させて多国籍企業は世界的規模での産業状況あ

るいは世界経済体制にその行動を制約されつつ

も逆に世界経済体制を自らの利潤極大化に適し

10) ibid p. 47 (邦訳 p. 40) 
ibid pp. 54-64 (邦訳 pp. 46-51) 
ibid chapter 4. (邦訳第4章）

11) Hymerの見解を展開するならば，市場の不純
性＝不完全性に対応した優位性保持企業による内部

化によって市場の不完全性はますます固定化される

と考えられる。

12) op. cit pp. 54-64 (邦訳 pp. 46-51) 
13) op. cit chapter 4 (邦訳第4章）
14) また，その後の論文でHymerはさらに国民経済
間の経済成長率格差（とりわけ米欧日間のそれ）に

よって直接投資の流れが影響を受けることを指摘し

ている。 Hymer[17] [18] 
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たものへと組織化していく主体であると考えて

いくのである 15)0 

このようにみてくるならば， Hymerの多国

籍企業論は企業組織をはじめて明示的に国際資

本移動論の中に導入したとはいえ，単純な企業

論ではなく産業状況および国民経済間格差を理

論的視野の中にいれており，さらには世界経済

体制論としての性格をも持つものであったとい

える 16)0 

II. 多国籍企業一般の行動様式論

ー内部化理論1)

いままで見てきた Hymer仮説の基本的な図

式一独・寡占企業の国際化ーを企業論の立場か

らより「一般」化したものが内部化理論である。

以下，本節では内部化理論の基本的な理論構造

を見ることによって Hymer仮説との異同点を

検討することとする。

15) Hymer [17]。Hymer理論の連続性については
DunningとRugmanも指摘している。 Dunning& 
Rugman [11] 
16) また，多国籍企業論のもう一つの古典である Ver-
nonのプロダクト・ライフ仮説は，①国際貿易は単に
各国のコスト要因，即ち，供給サイドの状況のみに

よって規定されるのではなく，需要サイドの状況に

よっても影響を受けること，②そしてこの需要サイ

ドの状況の各国間での相違＝各国市場間の異質性の

存在を生産に結び付けるのが企業であること，③第

二次大戦後の米国経済は他国と比べて圧倒的な生産

力を保持し，したがって所得が相対的に高いことか

ら特殊な需要構造を持っていたこと，から，新製品

の成熟製品，標準化製品への陳腐化というプロダク

ト・サイクルという形で表現される需要・供給条件

の世界的規模での変化にそって，米国内での新製品

開発・輸出→他の先進国への投資・現地生産→途上

国への投資•生産拠点設立・米国への逆輸入という
当時の米国の貿易パターンおよび対外直接投資パタ

ーンが展開されると論じている。やはり企業の組織

的活動に着目しつつも当時 (1960年代前半）の世界
経済の状況を前提として論じられている。 Vernon
[31]。
1) ここでは Rugmanの内部化理論を中心に取り上
げることとする。その他の論者 (Buckley,Casson, 
Teece, Hennartなど）と Rugman説との異同点に
ついては別の機会に論じたい。

1 • 環境要因と企業

まず，企業にとっての環境要因を内部化理論

は二つの概念によって捉えている。即ち，外部

市場の不完全性という概念と環境変数という概

念がそれである。外部市場の不完全性，環境要

因という順でこれら二つの概念を検討してみよ

ぅ。

外部市場の不完全性について。理論的には市

場メカニズムは財・要素を最適配分できるが叫

現実の外部市場は不完全なものであり，したが

って財・要素の最適配分および消費は妨げられ

る。このような市場の失敗はとりわけ現実の国

際経済において顕著である鸞この国際経済に

おける市場の不完全性には大きく分けて人為的

な不完全性と自然的な不完全性の二つがある

（表II-1) 4l。人為的な不完全性とは国際貿

易•国際金融への政府の介入などによる自由な

国際市場の歪みである。具体的には関税などの

貿易障壁や為替管理などが挙げられる。自然的

な不完全性とは，①公共財市場の不備，即ち，

技術などの知識といった価格設定が不可能ある

いは困難な公共財は市場そのものが不備である

こと，したがって知識はその開発•取得費用を

回収できないまま他企業に伝達・消散するリス

クがあること，②取引費用の存在，即ち，市場

取引とは費用無しに行われるわけではなく何ら

かの費用が必要である，例えば商品販売および

購買における空間的，時間的ミスマッチなどが

現実に存在するし，また原材料・設備の購買，

あるいは製品の販売，また労働雇用を市場で行

う場合には契約上の困難が付きまとう以上，現

2) Rugman [27] pp. 24-5 (邦訳 pp. 4-5) 
3) ibid p. 4 (邦訳 p. 24) 
4) Rugman et. al., [28] pp. 104-108 (邦訳 pp.134 
-140), およびCasson[6]を参照。

-153-



経済学研究第 56巻第3号

表II-1 内部化理論における国際経済の不完全性認識

人為的な不完全性 自然的な不完全性

①政府規制 ①公共財価格の設定

：関税など，モノ，カネ（ヒト） *lの自由な国際移動 ：知識(knowledge)などの市場が不完全

を阻害 ②取引費用の発生

②特定財に対する独占的企業・国家の存在*2 a)買い手・売り手の不確実性

b)品質管理

C)契約締結の困難性

Rugman, et. al [14] pp.98-9 and p.104 (邦訳， pp.126-7およびp.134) より作成

* l)Rugman達は政府規制の中に移民法を挙げているが，移民法，即ち，ヒト（労働力）の国際的移動を制限する立法措
置が市場の不完全性とどのようにかかわっているのかは必ずしも明確ではない。

* 2) Rugman達は人為的な不完全性としてこの②の項目も加えている。特定財に対する独占的国家の存在は，例えば石油
産業におけるOPECのようなケースが考えられるが，独占的企業の場合は，後に述べるように，市場の不完全性は企

業にとって外生的なものである以上，市場に歪みをもたらすような企業の存在は考えにくい。また企業特殊的優位

性をもつ企業以外に独占的企業を想定するとしても両者の相違点についての具体的な言及はみられない。

実には取引費用が存在すること，である。

環境変数について。環境変数とは国家特殊的

あるいは立地特殊的な要因であり，次の三つの

要因で構成される。即ち，①経済的変数＝一国

の全体的な生産関数を規定するもので，労働，

資本，技術，天然資源，人的資本など国民経済

間での相対的な質的・量的賦存状況，②非経済

的変数＝各国の政治的・社会的・文化的要因で

あり，多国籍企業が海外進出→現地生産するに

際して追加的費用を課すもの，③政府変数＝多

国籍企業本国の政府あるいは受け入れ国政府に

よる経済への介入の程度・方法を表すもの，が

それである 5)。

言いかえるならば，①の経済的変数は通常，

各国の比較優位を決定する相対的な要素賦存状

況をあらわすものであり，②の非経済的変数は

企業が多国籍化し現地生産を行う際に発生する

要因であり，また③の政府変数は，先述した人

為的な市場の不完全性をもたらすもので，本来，

経済的変数によって規定される効率的な自由貿

易を歪め，さらには企業の投資行動にも影響を

5) Rugman et. al., [28] pp (邦訳 pp. 130-132) 

与える要因である。

ここで注意しておかなければならないことは，

内部化理論にあっては環境変数は企業にとって

は与件のものであり外生的変数として企業がコ

ントロール不可能なものであるとすることであ

る6)0 

次に企業側の要因である企業の優位性，内部

化理論の言うところの企業特殊的優位性 (firm

specific advantage)を見てみよう。

先に Hymer仮説にも企業が多国籍化する原

因として「何らかの優位性」の保持が挙げられ

ていたが，内部化理論においても同じく企業特

殊的優位性の保持が多国籍化の条件となる。多

国籍企業はそれぞれ独自の企業特殊的優位性を

持っており，この企業特殊的優位性が他企業に

対する競争優位を形成する。内部化理論の企業

特殊的優位性とは企業が保有する内部優位であ

り，「多国籍企業が特別なノウハウや中核的スキ

ルを開発したときに顕現するもので，他の企業

がそのノウハウやスキルを利用したり正確に模

倣したりすることのできないものである。また，

6) ibid p (邦訳 p. 132) 
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もし他の企業が利用や模倣をしようとするなら

ば長い時間がかかるしまた高い費用がかかるも

のである」7)。

そして企業特殊的優位性は，一つは R&D支

出によって，もう一つは企業による特定環境へ

の対応によってもたらされるのである。前者の

場合一これが企業特殊的優位性の核をなすもの

であるが―R&D支出が新製品の生産，新生産

プロセスの開発，あるいはより効率的・効果的

な生産プロセスの組織化方法の開発をもたらす。

後者の場合，ある特定の環境に合わせて技術を

革新し適応させることが製品系列の差別化をう

ながしマーケティングや物流上の企業特殊的優

位性を生み出す見

これら企業特殊的優位性は，外生的要因であ

る環境要因とは違って，企業にとっての内生的

変数であり，したがって企業がコントロールす

ることができるものである凡

2 • 内部化の理論とその背景

企業は自らの企業特殊的優位性を最も効率よ

く使用するために外部市場の不完全性に対して

内部化という手段を用いて企業特殊的優位性を

コントロールしようとする。それでは内部化と

は何か。「内部化とは企業内に市場を創出するプ

ロセス」10)である。つまり内部化とは企業特殊

的優位性の消散費用や様々な取引費用の存在に

特徴づけられる不完全で非効率な外部市場に代

わって企業がその組織の中に完全で効率的な内

7) ibid p. 103 (邦訳 p. 133) 
8) ibid p. 103-104 (邦訳 p. 133) 
9) ibid p. 100 (邦訳 p. 129) 
10) Rugman [27] p. 28 (邦訳 p. 9) その際，内部
化理論では内部化を分権的市場取引をハイアラーキ

ー構造をもつ組織へ転換させるものとは考えておら

ず，組織内でかなり分権的な取引が行われるものと

しているようである。 Buckley[2]参照。

部市場をつくることを意味する。そして自由貿

易が行われていたならば達成できたであろう効

率性と経済厚生を企業が不完全市場を内部化す

ること，つまり多国籍化することによって獲得

するのである。ただし現実の市場取引も知識の

消散費用や取引費用が付随しているわけである

が市場を内部化するにも当然，費用がかかる（例

えば現地企業の設立コスト）。企業は市場の不完

全性から生じる費用と内部化費用を比較して前

者が後者を上回っている場合には直接投資を行

い市場を内部化するのである。したがって内部

化はあくまでも理想的な自由貿易体制から見る

ならば次善の策なのである。

そして内部化理論は多国籍企業の行動をこの

内部化概念を軸として定式化している。即ち，

輸出，対外直接投資，ライセンス供与の三つの

国際ビジネスの形態のどれを選択するかを，知

識の消散費用あるいは取引費用と内部化費用の

比較によって改められる。即ち，先述したよう

な，消散費用あるいは取引費用よりも内部化費

用が少なければ内部化＝対外直接投資，を選択

するという基本図式をもとに，輸出，対外直接

投資，ライセンス供与の費用比較を外国市場参

入および本国市場参入の両ケースで行うのであ

る11)。その際，対外直接投資選択，即ち，内部化

選択の十分条件は企業特殊的優位性の保持であ

り，必要条件は，水平的統合の場合は模倣など

による企業特殊的優位性の消散リスクであり，

また垂直的統合の場合には取引費用の削減であ

る。

内部化理論の上記の基本図式から分かること

は，まず内部化理論は対外直接投資の決定要因

および過程を理論化しているだけでなく，他の

11) op. cit pp. 54-7 (邦訳 pp. 40-3) 
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経済的変数=要素賦存
状況

戦略的プランニング

取引費用＞内部化費用

消散費用＞内部化費用

の場合は内部化を選択

↑ 
------------------------
非経済的変数

-----------------------

企業特殊的優位性

r――;; 云-~寸、こ口`、こ:、こ-、l
し・人為的な市場の不完全性 ... __ ,_,_,_,_,_, __ ,. 自然的な市場の不完全性-,~

i_,_,_, __ ,_, 

l l内および［ここ］内は企業にとっての外生的要因
L、_,_,_,_,_,~ (企業によるコントロール不可能）

ロ内は企業にとっての内生的要因
（企業によるコントロール可能）

図II-1 内部化理論における企業と環境

国際ビジネスの形態（輸出とライセンス供与）

を含めてどの形態を採用すればより効率的なビ

ジネスが行えるか， という国際ビジネスの選択

論であること，また国際的な生産拠点配置を国

際事業活動の種類と関連させていること，した

がって外国市場ばかりでなく本国市場への参入

方法も定式化されていること，である。

このような特徴は内部化理論の多国籍企業に

ついての現状認識から由来するものである。内

部化理論は多国籍企業による企業内国際分業の

形成・進展，したがって企業内中間生産物（情

報を含む）貿易の展開を前提として理論を構築

しているため，世界的な子会社のネットワーク

を持つ多国籍企業が全ての国の市場に対してど

のような国際ビジネスを選択するか，が問題と

されるのである 12)。

このことは同時に内部化理論が多国籍企業活

動の世界的展開が開発途上国の工業化と密接に

関連しており，生産・輸出拠点として途上国が

台頭しつつあること，即ち，生産の空間的「場」

として途上国が登場しつつあることを意識して

いること，を意味している。したがって企業の

優位性が各国国民経済， とりわけ多国籍企業の

母国に存在するのではなく企業が相対的に独立

して保持している優位性， とりわけ技術的優位

性にあるとする考えを強めたと考えられる。

ここでHymer仮説と内部化理論とを比較し，

両者の異同点あるいは内部化理論の特徴点を整

理してみよう。

Hymer仮説と内部化理論の共通する点は両

者ともに企業が多国籍化する原因を中心的な分

12) Casson [8] [9]に見られるように，この企業内貿
易の進展についての内部化理論の認識はHelleiner
[14]や Froebelet. al., [11]を強く意識している。
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析課題として持つことである。そして両者とも

に多国籍化する企業が優位性を持っていること，

市場の不完全性が存在すること，が企業多国籍

化の原因であるとする点で共通性を持つ。とこ

ろがいままで見てきたように，企業の優位性お

よび市場の不完全性についての両者の把握の仕

方にはズレがある。 Hymer仮説における企業

の優位性は進出相手国の企業に対する「何らか

の優位性」であり，他の全ての企業に対する優

位性ではない。自国企業に対する優位性あるい

は競争はとりあえず問題とされていないのであ

る。それに対して内部化理論における優位性＝

企業特殊的優位性は個々の企業が他の全ての企

業に対して持つ優位性を意味しており，したが

って多国籍企業一般が環境一般の一部としての

他の企業全てに対して持つ優位性と位置づけら

れている叫次に市場の不完全性について両者

の把握の違いを見てみると， Hymer仮説が市

場の不完全性を独・寡占状況の存在と関連させ

て論じ，直接投資による内部化は企業が相手国

市場の不完全性を利用して利潤極大化を行い，

さらには優位性保持企業が世界経済を自らの利

潤極大化に適した姿に組織化すると論じている

のに対して，内部化理論においては市場の不完

全性を企業の市場における取引活動の効率性を

阻害する外生的な環境一般の一部として取り扱

ぃ，企業による内部化は知識消散費用および取

引費用の削減・消滅手段とされる。

両理論の間で企業の優位性および市場の不完

全性に対する以上のような相違がでてくる理由

は両者の理論的なスタンスの相違からでてきて

13) ただし Cassonは多国籍企業は非独占企業である
として，その優位性は現地企業に対してのみ発揮で

きるとしている。 Casson[10]。総じて Rugmanは
企業特殊的優位性を強調する傾向がある。

いると考えられる。即ち， Hymer仮説が産業組

織論を国際的に適用し，多国籍企業の巨大性が

市場構造を歪めさらに多国籍企業による世界経

済の組織化の進行という独自の世界経済体制論

を構築していったのに対して，内部化理論はあ

くまでも個別企業の行動様式に問題関心を限定

させ，企業一般が世界経済を含む環境一般にど

のように対応していくかを理論的に展開した。

このことによって内部化理論は企業論として理

論を精緻化・体系化していくとともに本来，多

国籍企業論が検討すべき世界経済体制論的領域

を切り捨てていったといえる。

III. 経済のグローバル化と企業間競争の

激化一ーグローバル競争戦略論の展開

1 • Multinationalizationから

Globalizationへ

1970年代の半ば以降，多国籍企業論の分野で

主流をなす内部化理論が企業多国籍化の理論を

一つの方向性で精緻化すると同時に多国籍企業

の世界的ネットワークの形成を前提として多国

籍企業一般が環境一般に対応する際にどのよう

な国際ビジネスを選択するか，を定式化したわ

けであるが，この内部化理論の現状認識は1970

年代半ば以降，一つの共通認識となる。例えば，

Hymer仮説とならぶ企業多国籍化理論の古典

であるプロダクト・サイクル仮説を提唱した R.

Vernonも1979年に「新たな国際環境のもとで

のプロダクト・サイクル仮説」と題する論文の

中で以下のように述べている。 1970年代の国際

経済環境の変化の中でプロダクト・サイクル仮

説の有効性が低下したとして，①先進諸国市場

の間の異質性の減少＝市場の同質化，②多国籍

企業の子会社の世界的配置， という二つの理由

を挙げている鸞
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しかし1980年代にはいると多国籍企業論に関

する議論の中心は，単に多国籍企業の世界的展

開や市場の同質化といった国際環境の変化を跡

づけ多国籍企業一般の行動様式を定式化すると

いう流れだけでなく，環境変化に対応した企業

間競争の性格変化の把握へとしだいに移行して

いく。いわゆるグローバル競争戦略論と呼ばれ

る一群の議論がそれである。まず1980年代の国

際経済環境の変化をグローバル競争戦略論がど

のように捉えているか，そしてどのような議論

を展開しているかをみてみることとする。

T. Levittは1983年の論文「市場のグローバル

化」 ('TheGlobalization of Markets')で以下

のように「世界的規模での最終消費財市場の同

質化」現象とそれによる企業の競争条件の変化

を論じている 2)0 

情報，輸送，移動手段の発達などの技術進歩

によって「かつて考えることもできなかった規

模で一般消費財のグローバル市場が出現Jして

おり，この市場のグローバル化によって企業，

特に事業を国際的に展開している企業はその戦

略を次のように見直さなければならない。需要

が世界的規模で同質化しているわけであるから

当然，規模の経済性が一国規模での市場の場合

よりもはるかに強くはたらく，したがって世界

的規模での経済性を活用できる企業組織を作る

ことができるかどうかが企業の競争力に大きな

影響を与えることとなる。ところが従来の多国

籍企業 (MultinationalCorporations)は多数国

で事業を展開しているが，製品および企業活動

を現地に合わせて多種多様なものとしているた

め規模の経済性を享受できず，相対的に高いコ

ストで企業活動を行っている。それに対して世

1) Vernon [32] 
2) Levitt [20] 
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界的規模での需要の同質化に対応したグローバ

ル企業 (GlobalCorporations)は「あたかも全

世界を単一体と見なすごとく一貫した事業活動

を行う。即ち，どこでも同じ方法で同じものを

売るのである。したがって相対的に低いコスト

を享受している」。製品，生産方法，販売方法ば

かりか「デザイン，機能，さらにはファッショ

ンさえもグローバルな規模で同じ」ものを採用

し，グローバルな規模の経済性を享受している

し，またできるのである。

この Levittの「市場のグローバル化」論は，

市場の状況変化＝世界的規模での同質化という

環境要因の変化が企業の組織及び戦略に与える

影響を重視している。即ち，市場の同質化が新

たな競争条件＝グローバルな規模の経済性を生

み出し，従来の現地適応型多国籍企業の劣化，

Levittの言うところのグローバル企業の台頭

をもたらしつつあるというのである。

このように従来，多国籍企業論では前面には

必ずしも出ていなかった企業の戦略と組織の問

題あるいは環境と組織との関連が1980年代には

いるとしだいに重視されるようになってくる。

上記の Levittの「市場のグローバル化」論に対

して1970年代のおわりから1980年代にかけて進

行しつつある国際競争状況の変化を踏まえてグ

ローバル競争戦略論を説いているのがM.Por-

terである。次に Porterのいう「国際競争パタ

ーンの変化」を見てみよう乳

1950年代中ごろ以降，世界の貿易の伸び率は

世界のGNPの伸び率を上回っている。このこ

とは国内取引の額を測定する指標である GNP

の伸び率よりも国際取引の額の伸び率の方が上

回っていることをあらわしている。つまり世界

3) Poreter [25] 
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経済の相互依存性が国民経済内の連関の強化よ

りも相対的に強まりつつあることを意味してい

ることになる。この世界経済の相互依存性の増

大という現象は第二次大戦後の自由貿易体制の

もとで情報・通信技術の進歩および輸送手段の

発達により進展していった。そして各国市場が

世界的に連結し企業間競争が世界的規模で行わ

れるようになる。従来，一国規模での競争が支

配的であった（つまりドメスティックあるいは

マルティ・ドメスティックな産業）産業がグロ

ーバル化し，「ある国での競争上の地位が他国で

の競争上の地位によって影響をうける」ように

なるのである。この産業のグローバル化は必ず

しも企業組織がグローバルに展開しているこ

と＝多国籍企業であることを必要としない。企

業組織の多国籍化ではなく企業がその活動を行

う「場」である産業が世界的規模での企業間競

争にさらされることが産業のグローバル化なの

である。逆に言うならば，企業組織の多国籍化

は必ずしもその企業が属している産業のグロー

バル化を意味するわけではない，したがって内

部化理論が想定した多国籍企業の子会社の世界

的ネットワークの存在が産業のグローバル化の

ポイントではなく自国市場も含めた世界向け生

産を行うかどうか，また「世界的規模で企業活

動を統合すると何らかの競争優位性が生まれ

る」かどうかがポイントとなるのである。

しかしながら1980年代のおわり頃から状況は

変化しつつある。即ち，保護主義の台頭により

自由貿易体制が形骸化するなかで情報・通信技

術のいっそうの進歩，規模の経済性の限界，生

産過程の機械化による労務費の相対的な低下な

どの要因が貿易の伸びを抑えるとともに通信・

調整コストを低減させ対外直接投資額を増大さ

せた。自由貿易体制の形骸化とともに自由貿易

体制のもとでのメリットの低下が従来のグロー

バル競争の環境変化をもたらしているのである。

そこで次にグローバル競争戦略の一般型および

グローバル競争優位性一般を検討した上で，こ

のグローバル競争の環境変化がどのようにグロ

ーバル競争戦略に影響を与えているかを見てみ

ることとしよう。

2 • グローバル競争下における企業，産業，

国民経済

Porterは従来の国際競争についての議論に

は企業多国籍化の論理はあっても国際企業経営

の論理はなかったとして叫グローバル競争戦

略論を展開する。その際， Poterは企業，産業，

国民経済という三つの分析の視点を提示する。

まず企業からみていくと，企業の競争優位性を

考察するにあたって，企業全体を一つの単位と

してみるのではなく企業をいくつかの活動の連

鎖，いわゆる「価値連鎖」としてみる。彼の考

えによれば，企業活動とは主活動である購入口

ジスティックス，製造，出荷ロジスティックス，

マーケティングおよび販売，サービスと，支援

活動である企業の全般管理，人的資源管理，技

術開発，調達という 9つの活動によって形成さ

れており，それぞれの活動がそれぞれに価値を

生み出すとともに，またそれぞれの活動の間の

関係が相互に価値創出に影響を与え合う 5)。そ

れぞれの価値活動の幅を組み合わせることによ

って産業状況あるいは国民経済状況という環境

に適合した価値連鎖をつくり他の企業に対する

競争優位を形成する。したがって，他の企業よ

りもいかに速く環境に適合し競争優位性を確保

するかが企業戦略のポイントとなる。

4) Porter [25] p. 17 (邦訳 p. 21) 
5) Porter [24] 
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つぎに産業視点であるが，彼は企業の競争戦

略を考察する際にはこの産業を分析の基本単位

としておくべきであると主張する6)。というの

も産業は企業間競争の「場」であり，企業間競

争の型，したがって企業の競争戦略の型は産業

の性質によって規定されるからである。

グローバル競争戦略は基本的に国境を越えた

空間的戦略であるので，国の経済的特性が重要

な意味を持ってくる。この国の経済的特性を

Porterは「グローバル・プラットフォーム」

(Global Platforms) とよび，企業の競争優位

性の重要な源泉とみなす。第一に各国の特性と

しての比較優位である。資本や労働などの相対

的な要素賦存状況が競争優位性をもたらすある

いは影響を与える要因として挙げられる。第二

に各国の需要および国内経営環境の相違である。

この第二の側面は，企業が，①適切なグローバ

ル戦略をもっともはやく発見し，実行すること

ができるかどうか，②国内での競争の成果とし

てのその国独特のノウハウが規模と習熟の優位

に転化するかどうか，③国際市場でもとめられ

るさまざまな種類の製品需要の基礎の習得がで

きるかどうか，に影響を与えるものである匹企

業は環境に適合していくものであるので，それ

ぞれの国の需要あるいは国内経営環境の特性に

適合していく。したがって企業全体あるいは特

定の価値活動にとって需要および国内経営環境

が良い効果を及ぼすかどうか，によってグロー

バル・プラットフォームの競争優位性の源泉と

しての優劣が規定される。

さらに Porterはこの国の経済的特性を「国

6) Porter [25]。この点が従来の単純な企業進化論，
たとえば内部化論やPerlmather[24] と決定的に
異なるところである。

7) ibid p. 20-22 (邦訳 p. 24-27) 
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の競争優位」という形で捉えなおしている 8)。そ

れによると国の競争優位とは，①要素条件一生

産要素，例えば特定産業で競争するのに必要な

労働力やインフレなど，②需要条件ー産業の製

品・サービスに対する本国市場の需要の性質（先

述した国の需要構造と同義），③関連産業と支援

産業 (Relatedand Supporting Industries) -

当該国内に国際競争力を持つ資材供給産業，そ

の他の関連産業が存在するかどうか，④企業戦

略，経営構造，ライバル間競争ー企業の設立・

組織・管理の仕方を規定する国内条件，および

国内のライバル間競争の性質，の四つの要因に

よって規定されるとする。

つまり国際競争における企業戦略の問題とは

上記の各価値活動を各産業および各国民経済状

況を考慮しつつ世界各地にどのように展開すれ

ば競争上の優位性を確保できるかということに

なる。

図III-2は国際戦略の類型を示したものであ

る。縦軸は上にいくほど活動の調整が強く行わ

れ，横軸は右にいくほど活動の配置が集中的に

なされる。国際戦略は，左下の一国中心戦略（こ

れは各国ごとに活動を分散させ全体的なコント

ロールと調整が弱い「多国籍企業」ーLevittの

いう多国籍企業と同じものである一あるいは一

カ国だけで活動する企業の戦略で，［各］国にほ

ぼワンセットの価値連鎖を配置するものであ

る），左上の複雑なグローバル戦略（この戦略は

価値活動をある特定地域に集中させ調整および

コントロールを強力に行う戦略である），右上の

単純なグローバル戦略，右下のマーケティング

分権型輸出中心戦略の 4つのタイプがある凡

これら 4つの国際戦略の間に企業戦略として

8) Porter [26] 
9) ibid p. 27-29 (邦訳 p. 33-35) 
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図III-2 国際戦略の類型

の優劣があるわけではない10)。先述したように

企業は環境に適応していくことによって競争優

位性を獲得していくわけであるから，産業の類

型や産業の様々な状況および各国国民経済の状

況，

うちのどれが適切であるかが決定されるのであ

る。

さらには世界経済の状況に対応して 4つの

ここでのポイントはグローバル産業におけ

る企業は自らの国際的活動を統一システムとし

て考えなければならないが，国単位の視点を失

ってはならないということである。 この二つの

視点をどのようにしてバランスさせるかがグロ

ーバル戦略の中心課題となる 11)。したがって，グ

ローバル競争優位性はグローバルな規模での企

業活動の適切な配置と調整による環境への他企

業よりも迅速な適応から得られる競争優位性で

あると定義づけることができる。

しかしこれらの競争優位性の源泉はそれのみ

10) 後述するように戦略組織類型の間の優劣について

は実際には左上の超国籍組織は柔軟性および統一性

をもち，現在の国際競争においては競争優位性を獲

得する際にもっとも有効な組織類型とされている。

11) ibid p. 54 (邦訳 p. 68) 

では潜在的な要因に過ぎないし， また競争戦略

もそれのみで存在するわけではない。全ての企

業が迅速に環境に適合していくわけではない。

潜在的な競争優位性の源泉を顕在化させるもの，

そして適切な競争戦略を現実化するもの， つま

り企業がこれら優位性の源泉を利用可能なもの

とするものの検討がなされなければならない。

それはいうまでもなく企業そのものであり企業

組織の構造である。次にこの潜在的な競争優位

性を顕在化させ競争戦略を現実化するものとし

ての企業の組織構造について Porterと同じ競

争戦略論を採用している Bertlettの見解をみ

てみることとする。

Bertlettは国際企業の三つの組織構造の型を

取り上げている。即ち，①開発や生産といった

上流部門に対して企業組織の中央が強いコント

ロールを行使することのでき，単純なグローバ

ル戦略を採用するグローバル組織，②本社の弱

いコントロールのもとで自律性の強い子会社が

一国中心戦略を採用する多国籍分散しており，

組織，③さまざまな国の国家利益や需要に対応
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図III-3:国際戦略の類型と組織の類型
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Porter [12]およびBertlett[1]より作成

する組織能力と効率的かつ高収益の確保を可能

とするように活動を調整しコントロールできる

超国籍 (Transnational)組織， の三つである図

III-3は国際戦略の類型と組織の類型とを対応

させたものである 12)。いうまでもなく従来の多

国籍企業は②の類型に属し， Levittのいうグロ

ーバル企業は①の類型に属することになる。

Bertlettはさらに，新たな企業組織類型である

③を加えていることになる。

説明をしてきた

さていままでグローバル競争戦略の一般的な

（というより筆者が意図的に

Porter達の議論から一般的な部分を抽出した

のであるが）が，実際にはグローバル競争戦略

論は具体的な現実を説明する現状分析的性格の

強い理論である。

ならば，

その現状認識とは， 一言する

日米欧企業間の不均等発展である。先

12) ibid p. 39-41 (邦訳 p. 49-51) 

述したように，第二次大戦後から1970年代のお

わりころにかけて進行した産業のグローバル化
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という現象の中で，単純なグローバル戦略を採

用した日本企業がグローバル産業において競争

優位性を獲得し， Porter達のいう「多国籍企業」

的性格の強い欧米企業が後退した。活動を分散

させ自律性の強い子会社が存在したため，弱い

コントロールおよび調整しか行っていなかった

欧米企業は，活動を集中させ諸活動の強いコン

トロールと調整を行った日本企業に追い越され

たのである叫

さらにその後， 1970年代のおわり以降になる

と保護主義などの台頭や情報・通信・運輸手段

のさらなる発達などによって，企業活動をーカ

所に集中させることはできなくなるし， またそ

れほど必要でもなくなってくる。つまり従来，

日本企業が採用してきた単純なグローバル戦略

は不可能かつ不必要になってくるのである。 と

同時に多国籍組織を採用し失敗した欧米企業は

13) Porterは基本的な分析単位を産業としているの
で産業ごとに各国の企業の競争力は異なってくる。

国際戦略の類型

グローバル競争優位性の獲得のためより分散し

た企業活動のより高度の調整を必要とするし，

またそれが可能となってくる。 したがって国際

戦略の類型は，図III-4にみられるように，左

上へと収れんされる傾向にあり， この高い調整

と広範囲の分散を行う超国籍戦略とそれを可能

とする超国籍組織の構築が現在の国際競争にお

いてグローバル競争優位性を獲得し生き残る道

であるとする 15)0 

以上の議論から分かることは，国際競争にお

けるグローバル競争優位性の獲得のポイントと

15) 例えば，具体的にはコンピューターの使用という

形で現れる情報技術を駆使した国際的規模での企業

活動の統合化の動きはセイコー電子，横河ヒューレ

ット・パッカードなどによる国際CIM(Computer 
Integrated Manufacturing=コンピューターによ
る統合生産）の構築に，現在のところ，その最も典

型的かつ進化した姿を見ることができる。CIMの構
築など高度情報技術を使った企業活動の新たな動き

については稿を改めて論じるつもりである。ここで

はとりあえずMagee[21]およびGunn[13]を参
照。
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は，企業にとっての環境である産業の持つ潜在

的優位性要因＝規模の経済性，範囲の経済性な

ど， と国民経済のもつ潜在的優位性要因＝要素

条件，需要条件，関連産業と支援産業，企業戦

略，経営構造，ライバル間競争および政府の政

策など，に他の企業よりもより迅速に適合しつ

っ，しかも単に適合するだけでなく諸価値活動

にとってそれぞれ優れた国民経済や産業を選択

しなければならない，そして活動を国際的に配

置し調整することによって潜在的な競争優位性

を顕在化させていく，ということである。

おわりに

以上， Hymer仮説と内部化理論とグローバ

ル競争戦略論を見てきたわけであるが，最後に

これら三つの理論を比較することによって浮か

び上がってくる論点を整理して結びとしたい。

先述したように Hymer仮説は企業の優位性

と産業状況あるいは国民経済（世界経済体制）

の状況とを密接に関連させて論じられており，

したがって世界経済体制論としての多国籍企業

論への展開が可能とされたのに対して内部化理

論は企業と環境を理論上，別個の概念であると

明確に分けることによって企業論としての多国

籍企業論の体系化に一定の成功を収めたといえ

る。それでは内部化理論とグローバル競争戦略

論との違いとは何か，次にこの点を検討してみ

よう。

Hymer仮説が本来，一国規模の企業の多国

籍化を論じ，その後，多国籍企業の世界体制論

へと展開していったのとは異なり，もともと多

国籍企業の存在を前提としているという点では

内部化理論とグローバル競争戦略論とは共通性

をもつが，両者の違いは端的には「優位性」と

第 56巻第3号

いう概念の捉え方あるいは使い方に現れている。

内部化理論は優位性を企業特殊的優位性という

言葉で多国籍企業がすでに保持しているものと

して前提しており，企業がこの優位性を保持し

ていることによって多国籍化＝内部化が可能で

あり必要であると論じる。そこには環境への対

応という発想はあるが適合という発想は希薄で

ある。それに対してグローバル競争戦略論は優

位性を獲得しなければならないものとして捉え，

企業は環境に適合することによって優位性を獲

得する，しかもより迅速に適合することが優位

性獲得につながるという，俗に言う「早い者勝

ち」の論理である。したがって企業組織の一形

態でしかない多国籍企業が必ず競争優位性を保

持しているということにはならない。

もちろん内部化理論は多国籍企業のいわば

「一般理論」としての性格を持っており，その

意味において，より純粋理論に近いものである

し，またそうであろうと志向する理論である。

それに対してグローバル競争戦略論は「戦略」

という現実の企業行動を把握する実践理論であ

り，いわば「応用理論」に属するものである。

したがって内部化理論の応用としてグローバル

競争戦略論を位置づけることも不可能ではな

し:,1) 

゜
しかしながら，グローバル戦略論の提起して

いる問題は内部化理論をはじめとする多国籍企

業論に対していくつかの理論的な再検討を要請

するものであると思われる。即ち，第一に産業

および国民経済と多国籍企業との関連であり，

第二に多国籍企業の組織構造の検討である。第

1) 実際に Rugman達はPorterの競争戦略論を内部
化理論のより具体的な応用形態であると位置づけて

いる。 Rugmanet. al., [28] chapter 14-section 5 
（邦訳第14章一第5節）およびRugman[29]参
照。
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ーの点は産業と国民経済という企業の競争優位

性を育む単位を多国籍企業論の中でどのように

理論的に把握していくか，つまり企業と環境の

関係を理論的にどのように捉えていくかという

問題である2)。第二の点は，少なくとも内部化理

論では，企業組織とは市場の失敗を回避するも

のとして前提されており，また多国籍化そのも

のが新たな優位性を創出するものとしていたの

に対して，いわば「階層組織の失敗」をどのよ

うに理論的に把握するか，また多国籍企業の内

部組織をどのように理論的に処理するか叫と

いう問題である。 Porter理論において見られる

ような環境への迅速な適合が「市場の失敗」と

「階層組織の失敗」両方を回避する方法である

が，そのことは逆にそれぞれの企業組織が環境

に対して持つ特殊な性質，いわば「組織慣性」

をどのようにうまく御していくか，つまりいか

にしてプラスの組織慣性を生かし，マイナスの

組織慣性を削除していくかが多国籍企業論の企

業論的側面にとっては重要な問題であることは

言うまでもない。

さらに Hymer仮説にみられるように，もと

もと多国籍企業が国境を越え国家の統制からは

なれて相対的に独自の運動を行うこと，そして

そのことが世界経済体制の維持あるいは再編成

にとって大きな影響を及ぼすことから多国籍企

業論は特殊な企業論であり特殊な国際経済論で

あったことを考えるならば，グローバル競争戦

2) Porterのいう国の競争優位に属する問題である
と同時に Teece[30]が補完資産という概念で論じ
たものとも重複するものである。また近年，活発に

なっている独立企業間での国際提携の問題もこの企

業の組織構造との関連での検討が必要である。実際，

近年になって内部化理論内部でもしだいに国際提携

分析が行われるようになっている。例えば， Buckley
& Casson [3], Dunning [6], Giddy & Young 
[7] , Hennart [15]などがある。
3) Buckley [2]参照。

略論においても希薄な論点である多国籍企業論

の世界経済体制論的側面の再検討も重要な課題

として挙げられねばならないであろう。
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